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１　はじめに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1）本稿の論旨
　本稿の目的は、高等学校における「求められる金融教育の体系的学習内容」とは何かを検討
し、独自の教育プログラムを作成し、商業高校でのパーソナルファイナンス、コーポレートファ
イナンス（Personal Finance、Corporate Finance）等の授業実践研究から、この問題に一つ
の解答を示すことである。本研究は、長野県上田千曲高校の商業科において実践されたもので
あり、商業教育という側面から金融教育にアプローチした点で独自性があり、また、金融教育
の本質的・体系的な学習に焦点を当てている点で基盤的な問題に取り組んだ研究である。

2） 問題の所在
（1）体系的・本質的な金融教育の必要性
　ここ数年、行政府において、「成人のみならず早期からの教育が必要である」とされ、学
校における児童・生徒への金融教育の必要性が叫ばれてきた（金融審議会［2000］、金融庁
［2001、2002、2004、2005］、政府・日本銀行・金融広報中央委員会［2005］、金融広報中央
委員会［2002］）※ 1 。そうした中、近時、いくつかの問題点が指摘されている。例えば、「金
融知識に関し、不足しているのは体系的な知識である」（個人投資家について考える会［2005］）
※ 2 、「絶対的に不足しているのは体系的な知識であり、……断片的な知識は証券投資を行う
か否かの決定にはあまり影響を与えていない……正確かつ体系的な金融や経済の知識を普及
啓発することが必要不可欠なのである。」（若園［2005］）※ 3 との指摘がある。また、米国の
The Consumer Fraud Research Group ［2006］※ 4 は、この点に関し、興味深い指摘をして
いる。この報告は高齢者をターゲットにした投資詐欺に関する調査であり、被害にあった者
の特徴やプロファイルを統計的に分析したものである。注目すべきは、被害にあわなかった
グループより、投資被害にあったグループの方が多くの金融知識をもっていた（有意な差が
ある）という点である。つまり、金融知識が多ければそう簡単には投資詐欺にあわないだろ
うという今までの常識とは異なった結論が示されている点であり、金融知識を与えようとす
る金融教育自体が、皮肉にも投資詐欺の被害者を増やす可能性があるというのである。この
報告は、「金融知識とは何か」、「消費者保護にもつながる本質的な金融知識とは何か」とい
う金融教育の根本問題を提起している。従って、本研究が中心課題として焦点を当てたのは、
断片的な知識ではなく正確かつ体系的な金融知識、つまり本質的な金融に関する学習内容と
は何か、ということである。けだし、表面的に証券投資の知識のみを扱うことや、教科横断
的と称し学校の諸活動をまとめて辻褄合わせの体験的な金融学習の紹介などは、根本的なこ
うした問題に無意識・無批判であり、正面から問題解決に向かっていないという認識に立つ
からである。
　筆者は、難解で、高校生には習得が困難であるという理由で現代金融理論に関する学
習内容を全て避けるという意見には賛同しない立場である。本質的・体系的金融教育の
実施のためには、これらの学習内容のうち、何を・いかにわかりやすく示すか、という
研究を進めるべきである（この問題は後述する「商業教育における金融教育プログラム」の作成で検討
する）。
（2）本校の実施上の課題（商業教育における金融教育のあり方）
　金融教育をキャリア教育的な側面をもつものとして捉える立場があり（金融広報中央委員
会［2007］）※ 5 、キャリア教育の一翼を担う職業教育（専門教育）である商業教育は、この
キャリア教育的側面で金融教育と重なり合う。また、高校商業教育で扱う金融制度や証券計
算など多くの学習項目も金融教育と重なり合う。こうしたことから、商業教育は金融教育と
重なるので、敢えて特別に金融教育をする必要がないのではないか、という意見もある。果
たしてそうであろうか。筆者は、むしろ商業教育から金融教育に迫る学習が体系的・本質的
な学習へ繋がる可能があると考える。いずれにしても、教師の考え方により金融教育への志
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向に差があり、実証的な研究の蓄積が必要である。さらに、消費者教育としての金融教育と
職業教育（商業教育）としての金融教育はどのような関係にあるのか・親和的なのかそうで
はないのか、という議論もある※ 6。管見にして、こうした高校商業教育と金融教育の関係を
明らかにした研究は見られない。職業教育（専門教育）としての金融教育のあり方を明確に
して具体的な授業内容と授業実践の研究が今日的課題である。本稿での実践研究はこれらの
課題に対し一つの解答を得ようとするものである（これについては後述する各種の金融教育プログラム
で検討する）。

2　問題解決の方途
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　体系的・本質的な金融教育の学習内容を研究するために、第 1 に、全体指針として「商業教
育における金融教育プログラム」を作成した。第 2 に、本校の諸条件のもとで具体的な金融学
習として展開するために各種の学習プロジェクトを計画し実践した。本校の金融教育の全体像
は、添付資料の資料 6 に示すように、上記の二つを大きな柱としている。

1）商業教育における金融教育プログラムの作成
　金融教育プログラムの作成のために、前提的作業として次の内容を検討した。
（1）商業教育における金融教育の定義
　消費者教育としての金融教育と、投資家活動としての投資や企業財務に関する知識・技術と
の両面を統一的に扱えることをねらいとし、以下のように定義した。

　「個人のライフロール（人生での役割 : 消費者・職業人・投資家・企業家）、特に職業との関係を基
礎としながら、投資やコーポレートファイナンスの学習領域を対象として含み、金融に関わる基本的
な概念や原理の学習や金融財務計算に関した知識と技術を習得し、これらを道具として金融活動に関
し自ら意思決定を行える能力育成を目的とするもの」

（2）商業教育における金融教育の位置づけ
　戦後からの学習指導要領の変遷（資料 3）や近年の答申※7 から商業教育における金融学習の
変遷と金融教育の必要性を検討した。
（3） 先行研究としての各種「金融教育プログラム」の検討
　①金融広報中央委員会の「金融教育プログラム―社会の中で生きる力を育む授業とは―」
［2007］、②米国の全国経済教育協議会NCEE（National Council on Economic Education）によ
る経済学の基本概念をもとにしたもの、③米国の金融教育の推進のNPO団体である Jump$tart 
Coalition が作成したNational Standards in K-12 Personal Finance Education［2007］のプログ
ラム、④英国のシチズンシップ教育や PSHE（Personal, Social and Health Education）のなか
で進められている「金融能力」、⑤全米ビジネス教育協会NBEA（National Business Education 
Association）が 2001 年に発表した「全米ビジネス教育スタンダード（National Standards for 
Business Education）」、⑥経済基本概念の後に金融商品などの具体的な学習対象をこれに重ね合
わせている学習プログラム（山根［2006］）、を検討した（資料 4参照）。
（4） 「『原理』を基礎におく」金融教育プログラム
　「『原理』を基礎におく」とは、本質的・体系的な学習プログラムをどう構成するかという問
題に対し、独自の視点から行ったアプローチである。それは一般的な方法である学習項目の軸
と学年の軸でスコープとシーケンスを構成するプログラムではなく、縦方向は学期を元に設定
し、横方向は、「原理」（つまり金融学習の体系的な理解の柱となるような基盤的な概念を厳選
して抽出したもの）を設定し、形成されたセルに学習内容（学習学年と学習科目も示す）を埋
め込み、立体的な学習の体系を作り出したものである。つまり、これは、本質的な金融の学習
とは何かを検討した結果、本研究独自の発想として生み出され、学習領域を縦糸にし「原理」
の横糸で織物を紡いでいくといった形で形成され、「原理」を通して機能的な関連性を重視し
た金融教育プログラムである（資料 5 参照）。
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　各学習領域を貫く基本原理として、以下の六つを抽出した。内容は次の通りである。

原理 内容説明

①貨幣の時間価値と
　キャッシュフロー

プロジェクトの判断の資料としてのNPV（正味現在価値）を理解するため
に必要な概念である。単利・複利・年金・ローン返済だけでなくキャッシュ
フローを現在価値に割り戻すという考え方が、プロジェクトの諾否の数的
な判断基準を与える。機会コストについての理解も深まる。

②収益率
費用（投資）と収益（利得）の比から収益率が算出され、それは比較判断
のための資料となる。金融商品（貨幣・債券・株式）の同一比較に有用で
ある。この収益率が割引率にも用いられる。

③リターンとリスク

リスクを数学的な分散（Variance 変動）と捉えることで、多くのことの説
明が明確となる。この変動をコントロールすることができるかどうか（変
動原因を制御できるか）がリスクマネージメントであること、リスクを引
き受けられるか否かが制度や行動の基準となること、例えば、間接金融の
保証する預金金利は無リスクではなく、銀行（背後には政府）がこれを引
き受けられないことがペイオフの本質であること、間接金融から直接金融
への誘導の本質、ポートフォリオ（リスクの軽減の組み合わせ）の仕組み
などが明確になる。またリターンを期待収益率で考えることで、数的な処
理が可能となる。

④企業財務分析 これは商業教育における簿記・会計の領域であり、従来から行われている
学習である。財務諸表による安全性・収益性分析などである。

⑤シグナルとファクターの
　連動関係

市場で決まる価格・物価・金利・株価・為替をシグナルと捉え、需給の要因（販
売受注数・金融政策・財政政策・技術革新）をファクターと捉えその連動
原因・連動メカニズムを理解する。実体経済より貨幣経済の影響を多く受
けること、均衡を歪ませる要因とその結果の連動関係を理解する。

⑥ 個人の意思決定と責任

クリティカルシンキングによる意思決定を行うには、選択には機会費用の
存在とトレードオフ関係があること、ヒューリスティックな意思決定は有
効であるが半面にバイアスがあること、合理的な判断には前提となる仮説
が存在すること、を理解する。

2）各種の金融学習プロジェクトの実施
　商業科目の授業の中に、「商業教育における金融教育プログラム」で示した体系的な学習を浸
透させた。この学習だけでなく、以下の内容をもつ特別な学習をプロジェクトとして計画し、そ
れを実践した。
（1）パーソナルファイナンス学習プロジェクト
　①日経 STOCKリーグ（3年生）、②ライフプランニング（2年生）、③消費者教育出前講座（3
年生）、④キャリアインタビュー（1・3年生）など他団体との連携によるパーソナルファイナン
ス的な学習である。これらは、金融教育の 4分野※8 に対応させており、それぞれ、①具体的な
証券投資学習を通して経済や金融のしくみに関する分野、②個人の生涯設計に関する分野、③消
費者生活や金融トラブル防止に関する分野、④キャリア教育に関する分野である。
（2）コーポレートファイナンス学習プロジェクト
　金融電卓を用いた金融計算とコーポレートファイナンス（選択 3年生）の学習である。これは、
「リスクを分散（Variance）・リターンを加重平均で捉える」概念の把握が、学習の中心にある。
高校生にとってこのことは理解の難しい内容であると思われるが、リスク把握こそが金融教育の
根幹に係わるものであるという認識から、実施した。また、貨幣の時間価値やキャッシュフロー
など金融知識を習得し、「事業のキャッシュフローを資本コストで割り引き、正味現在価値（NPV）
を算出する方法」を学習する。
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3　実践報告
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　本研究の実践は、右の図のよ
うにマトリックス的な表形式を
用いて報告する。
　報告は、大きく三つに分け
た。1は、「商業教育における金
融教育プログラム」の作成につ
いての実践報告、2は、「パーソ
ナルファイナンス学習プロジェ
クト」の実践報告、3は、「コー
ポレートファイナンス学習プロ
ジェクト」の実践報告である。
　報告書の構成は右の図のよう
に、縦軸に「イ、ロ、ハ=条件・
処遇・効果」と分け、横軸に「A、
B、C=意図・状況・評価」と分け、
最後に全体評価・考察として「ニ」を置いた。縦軸と横軸はそれぞれ対応させた。
　この形式で、実践報告を行った。紙面の都合上、具体的な内容は添付資料 1、7、12 に示した。

4　考察
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　本研究は、「『原理』を基礎におく」という発想で、体系的な金融知識の獲得を図ろうと試みた。
具体的には「商業教育における金融教育プログラム」を作成し、商業教育の中で体系的な金融教
育を実施できるようにした。同時に、「学習プロジェクト」として、体験的な学習やリスク概念
の学習などを実践した。
　消費者と事業者の乖離は、両者の金融情報の非対称性を生み、この溝は基本的に埋まることは
ない。しかし、極端な消費者保護や極端な金融競争力保護に偏ることの愚行は、他国の経験から
既に学んでいるのであり※9、問題は、体系的金融知識・本質的金融教育のためにはどのような「教
授 =学習」が必要であるかということである。本研究では、「原理」の中にこれを見い出せるの
ではないかと考えた。例えば、リスク概念の中に、投資・貯蓄・借入に関する金融の本質が表れ、
実体経済より肥大化した貨幣経済の中に、金利・利回り・物価・株価・為替に関する金融の本質
が表れる。こうした学習の実践が、まさに本研究のテーマである「商業教育における金融教育」
である。前述の「商業教育における金融教育プログラム」や各種の「ファイナンス学習プロジェ
クト」はそのための一方途である。
　生徒の発達段階を考慮した学習内容の決定は、金融教育においても当然考慮すべきことである。
「現代ファイナンスの学習は難解で、生徒には理解困難だ」こうした批判は、普通科の教員のみ
ならず専門教育を施すべき商業教育関係者からもあがる。これに対し、本研究は「初めて勉強す
る内容は全てが難しく、難しいかどうかを感じるのは生徒であって先生ではない」という言葉で
応えたい。例えば、数式に対し、高校数学ではこうした批判があまり聞かれないのに、商業教育
にはこうした批判が強い。商業教育で扱う方が数学より具体的で理解しやすい面があるのに、実
に不可思議である。むしろ難しいと思っているのは教師側ではないか。重要なのは学習指導の工
夫・改善である。その例として、生徒により理解を助ける教授方法が異なること（例えば、図解
で全ての生徒が理解できるわけではない）、生徒の学習上のつまずきを分析すること、必要な概
念を精選すること、数式や統計理論を道具とすること、サイクルメソッドを活用すること、練習
問題を豊富に蓄積しておくことなどがあり、本実践報告によりこれら改善点を指摘した。
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5　まとめと今後の課題
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　本研究の目的は、①「求められる金融教育の体系的学習内容」とは何かを検討し、②商業高
校でのパーソナルファイナンス、コーポレートファイナンス等の授業実践研究から、この問題
に一つの解答を示すことであった。①については、体系化のための「原理」の抽出とそれによ
るプログラムを構築した。②については、体験的な学習の場の設定や教授方法・学習者の学習
過程を検討した。これにより本研究は、単なる実践報告だけではなく、体系的学習内容を示す
ために現在の金融の根本的概念と学習とを結びつけることができた。ここに、本研究の意義が
ある。
　今後の課題としては、以下のことが挙げられる。①教育プログラムの改善を図ること（「原理」
の再検討、指導教材の充実）、②実証的検証研究を充実すること（教育効果の測定、学習過程
モデルの検証）、③資料 6 の金融教育の全体図に示した「個人の意思決定」に関する研究を深
めること、そして、④商業教育に限らず高校教育における金融教育に関する共通のプログラム
の構築（「商業教育の一般化」に関する研究）などである。
　本研究は、長年お世話になった前任校への恩返しの意味をこめ、研究や実践をまとめたもの
である。多くの方々から率直なご批判・ご意見を賜りたい。

※ 1 主な答申・報告には以下のようなものがある。金融審議会答申「21世紀を支える金融の新しい枠組みについて」［2000
年 6 月］は間接金融から直接金融への転換を主張した。金融庁は「証券市場の構造改革プログラム～個人投資家
が主役の証券市場の構築に向けて～」［2001 年 8 月］を発表し「貯蓄から投資への転換」を国策として謳うとともに、
文部科学省に対し「学校における金融教育の一層の推進について」［2002 年］により金融教育の推進を要請し、「金
融改革プログラム―金融サービス立国への挑戦―」［2004 年］を発表し、2005 年 2 月には同庁内に「金融経済教
育懇談会」を設置した。この金融経済教育懇談会は「金融経済教育に関する論点整理」［2005 年 6 月］を公表して
いる。政府・日本銀行・金融広報中央委員会は、2005 年を「経済教育元年」、「金融教育元年」と位置づけ、同年
7月には経済・金融教育に関係する機関・団体を集め、内閣府主催の「経済教育サミット」を開催した。金融広報
中央委員会は、「金融に関する消費者教育の推進に当たっての指針」［2002 年］を発表した。

※ 2 個人投資家について考える研究会［2005 年］
※ 3 若園智明［2005 年］、77 頁
※ 4 Prepared for WISE Senior Services and the NASD Investor Education Foundation by The Consumer Fraud 

Research Group［2006］
※ 5 金融広報中央委員会［2007 年］は金融教育がキャリア教育の側面を持つことを主張している。
※ 6 拙稿［2008 年］、82 頁。“弱者保護か利用賢者拡大か”の章で対立する緒論を紹介した。
※ 7 1990 年代後半から職業教育は大転換を主張する答申がなされてきた。主な答申等を以下に示す。①「職業教育の

活性化方策に関する調査研究会議」の最終報告として「―スペシャリストへの道―」［1995 年 3 月 8 日］が発表され、
「職業高校」を「専門高校」に名称を改め、産業教育はそれまでの「完成教育」から「継続教育」に転換したこと
を明確に打ち出した。②「理科教育及び産業教育審議会」は、「今後の専門高校における教育の在り方等について
（答申）」［1998 年 7 月 23 日］において、「農業」・「工業」・「商業」など特定の産業分野を前提とした考えを踏襲す
るのではなくより広い観点から教育を見直すことを要求した。③中央教育審議会の「初等中等教育と高等教育と
の接続の改善について」（中間報告）［1999 年 11 月］では、中等教育と高等教育との円滑な接続を要求した。

※ 8 金融教育の 4分野とは、金融広報中央委員会［2007 年］で示されたものである。
※ 9 戸井佳奈子［2007 年］、86 頁。戸井は英国の消費者保護政策と金融システムの国際競争力の確保との二転三転し

た政策経緯と教訓を紹介している。
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（資料 1） 【実践報告】 1「商業教育における金融教育プログラム」の作成について

教授側の予想・意図 実施・状況 評価（予想し得なかった点・事後評価・問題点）

先　

行　

条　

件

<検討すべき前提的問題>
1. 商業科目は、従来から流通・会
計・経済・経営・マーケティング・
経営情報・商業法規など、社会
経済現象を科学的に捉える経済
学・経営学・会計学・商学など
の親学問を基礎として構成され
ている。金融学習はこれらの科
目のそれぞれに関連しているた
め、縦割りではなく科目横断的
な考え方が必要である。

2. 消費者としての金融教育と投資
家や経営者としての金融教育を、
一元的に把握することが可能で
あると考えた。同次元で捉える
ことで、消費者教育と職業教育
を融合させることが可能となり、
本研究の商業教育における金融
教育が根拠づけられるのではな
いかと考えた（資料 2）。

3. 高校商業教育において、金融の
学習内容は以前から比べると減
少傾向にあり、決して十分なも
のではないと考える。複利の理
解さえ不十分な生徒がいる。学
習指導要領の変遷から整理・検
討する必要がある。

4. 先行研究の検討を行って、考え
方や金融教育プログラムの構成
を検討すべきである。すでに行
われている米国や英国のプログ
ラム等を検討することで多くの
知見が得られるはずである。

 1. 科目横断的な内容を検討すると、
金融に関する知識・技術のさまざ
まな要素が表れる。金利・リスク・
収益率・事業の採択基準（数値判
断）などがそれである。また個人
の金融行動の判断に必要な概念や
原理もある。六つを「原理」とし
て抽出した（本文参照）。

2. 個人を消費者としての側面と投資
家や経営者（事業者）としての側
面から、そして財産形成という視
点で捉えた。視点としては、消費
者教育と商業教育の「螺旋的な拡
大」という方向で捉えた。事業者
としての金融知識が無ければ十分
な消費者としての活動が望めない
と考えたからである。資料2がこ
の考え方の図解である。

3. 資料 3 に金融学習に関する商業
科目等の変遷をまとめた。学習
内容が科目数と同様に減少して
いることを確認した。また、逆
に今日の商業教育に必要な学習
項目があることも確認した。

4. 各種の金融教育プログラムを比
較検討した。資料 4にそれらの
概要を示した。

1. 科目横断的であるものは、関連
する部分が複雑に繋がる傾向が
あり、その体系化が難しい。し
かしこの作業により、「原理」（金
融学習の体系的な理解の柱とな
るような基盤的な概念を厳選し
て抽出したもの）の発見に役立
つ。

2. 消費者に金融に関する知識を増
やすことで、果たして事業者と
消費者との間にある金融情報の
不均衡を解消できるのであろう
か。消費賢者の育成に名を借り
た教育であって、消費者保護に
はならないのではないか。この
本質的な問題の解決をどうする
か、このことが課題となる。

3. 各種の答申等で求められている
「将来のスペシャリスト」・「高等
教育への接続」などを考慮する
と、金融教育の多くの部分がこ
れに関係する。この点の整理や
商業教育での検討が必要である
と考える。

4. ①金融広報中央委員会の金融教
育プログラムの 4関連分野の整
理、②米国 NCEE の「原理」を
基礎とするスコープ配列、③
NBEA のパーソナルファイナン
スの要素配列が示唆に富み、本
研究の参考になった。

処　

遇

1.「商業教育における金融教育プロ
グラム」の作成のためには、商業
教育の中で学習する項目の中から
科目横断的な金融の概念等を「原
理」として抽出する。これをプロ
グラムのスコープとする。さらに
これとは別に、学習プロジェクト
として、商業の授業の中に特別な
学習内容を設定する。この二つを
併せて金融教育のプランを立て
ようと考えた。

2. 年間計画としての「商業教育に
おける金融教育プログラム」の
内容を、各授業担当者から支持
を得て、商業科全体で組織的に
取り組む。このことで学習が効
果的に行えると考えた。

3. 各科目担当の教師に、自ら行う
ことが可能な、あるいは構想中
の学習プロジェクトをあげても
らい、自主的な協力を引き出そ
うと考えた。授業での教師間の
協力体制の確立は各自の授業観
にかかわるため難しい面も予想
される。

1.「スコープとシーケンス」をイ
メージして年間計画の「商業教
育における金融教育プログラム」
を設定した。資料 5がそれであ
る。これの上に学習プロジェク
ト ( パーソナルファイナンス学
習プロジェクトとコーポレート
ファイナンス学習プロジェクト )
を重ねる形で設定した。この二
つの全体的なイメージ図は資料
6である。

2. 従来の学習になじみのある貨幣
の時間価値や財務分析などは、
他の教師にも受け入れやすかっ
たが、リスクやシグナルや意思
決定などは教師によって重要度
の認識が異なった。

3. 証券投資の学習は、日本経済新
聞の無料配布があるなどのメ
リットを示して、全授業に組み入
れることを了承してもらった。授
業担当 4名の教師で各自の担当
授業に組み入れるようにした。
また、生命保険会社との協力に
よるライフプランは別の教師に
依頼した。他は筆者が行った。

 1.「商業教育における金融教育プ
ログラム」と「学習プロジェクト」
との理論的な関係は、「理論と実
践」、「習得学習」と「総合学習」
のようなイメージで設定した。
この二つの学習の関連性がどの
程度の効果を持つかを実証的に
検証することは大きな今後の課
題である。

2. 教師によって「原理」に関する
認識が異なる。抽象論よりも具
体的に「原理」を利用する場面
や例を多くあげることが大切で
あると感じた。今後、具体例や
練習問題のデータを蓄積・整理
する作業が必要である。

3. 各教員間の協力体制は比較的順
調であった。各学習プロジェク
トは、外部の団体との協力で行
うものが多く、学習時期の設定
を調整する必要があった。商業
の検定日程との調整が難しいも
のもあった。
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教授側の予想・意図 実施・状況 評価（予想し得なかった点・事後評価・問題点）

結　

果　

・　

効　

果

1. プログラムのスコープは「原理」
を基礎として捉え、シーケンス
は学期（科目・学年）で構成し
た。このことで、体系的・本質
的な金融教育知識の内容を教授・
学習が可能であると考えた。

2.「商業教育における金融教育プ
ログラム」をもとに、特別な授
業として「学習プロジェクト」
を他の団体の協力のもとに行う
ことで、多くの学習効果を期待
した。

1. 原理を六つあげ、それを横軸に、
学習時期（学期）を縦軸に設定
し、生成されたセルに学習内容
（科目と学年）を埋め込んだ「商
業教育における金融教育プログ
ラム」を設定した。

2. 消費者教育団体、NPO、生命保
険会社等の協力を得ながら学習
するプロジェクトを設定した。

1. 原理にあげた六つは、原理にふさ
わしいものか、検証や改善が必
要である。教師によってその捉
え方が異なる点に課題が残る。

2. 各プロジェクトが総花的で一過
性の学習に終わらせないために
も、「商業教育における金融教育
プログラム」の上に位置づける
ことが必要である。

全　

体　

評　

価　

・　

考　

察　

a. 本研究の構造は、大きく二つの部分からなり（資料 6参照）、一つは「商業教育における金融教育プログラム」
であり、もう一つは「学習プロジェクト」である。「学習プロジェクト」は三軸 ( 意思決定・パーソナルファ
イナンス・コーポレートファイナンス ) の相互作用により学習自体を拡大する。またこの学習の基礎には「商
業教育における金融教育プログラム」がある。この構造は新規性や独自性をもつものである。しかし、この
構造が、わかりにくいという批判やこれらの学習効果を測定する方法を確立すべきであるといった批判もあっ
た。特に、効果測定の研究は今後の課題である。本研究は、他の教師間の協力体制が前提となっているが、
担当教師の間の議論を増やすことで、上記の問題解決の方法が見いだせる期待がもてた。

b. 体系的・本質的な金融知識を獲得するために、「原理」を基礎とするプログラムを設定した。この「原理」に
六項目を設定した。しかし、「原理」を何にするか、その妥当性については検討の余地がある。具体的な例を
できるだけ蓄積・整理すること、多く教師間での討議を積み上げることなどの方法が必要である。

c.「学習プロジェクト」が総花的で一過性の学習に終わらせないためには、「商業教育における金融教育プログ
ラム」の関連をさらに研究しなければならない。学習項目の検討とその学習をいつどの順番で行うかなどの
シーケンス研究がさらに必要である。

　（資料 2）金融教育の視点<消費者と事業者を一元化する視点>

  　消費者と事業者とではその立場が
異なる。しかしこの乖離を埋める方法
は、左の図のようにいくつか考えられ
る。消費者において豊かな金融知識は
必須である。螺旋的拡張のように、螺
旋的に消費者と事業者の立場を行き来
し、学習活動を身近な消費者から事業
者へ、そして事業者から消費者へと学
習内容を拡大していく方法が考えられ
る。これは、消費者、投資家、労働者・
事業家など個人のキャリアの対応を考

慮するものである。学習場面においては、生徒の理解しやすさを考慮して、どの立場を最初
に扱うかは、教授側の工夫に任されるところではあるが、授業における教授側の工夫で重要
なのは、扱う学習範囲の拡大と消費者から事業者への重心移動の点にある。

（資料 3）金融学習に関係する商業科目等の変遷

学習指導要領告示年度 科目等

昭和 25 年（試案）
昭和 31 年改訂（同年実施）
昭和 35 年改訂（38 年度実施）
昭和 45 年改訂（48 年度実施）
昭和 53 年改訂（57 年度実施）
平成元年改訂　 （6年度実施）
平成 11 年改訂（15 年度実施）

「珠算および商業計算」・「統計調査」・「金融」・「経営」
「経営」・「経済」・「計算実務」・「統計調査」
「経営」・「経済」・「計算実務」・「統計実務」
「経済」・「経営」・「計算実務」・「統計実務」・「経営数学」
「商業経済」・「計算事務」・「経営数学」
「計算事務」・「商業経済」・「経営」
「商業技術」・「ビジネス情報」
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（資料 4）各種の「金融教育プログラム」の概要
金融広報中央委員会
「金融教育プログラムー社会の中で
生きる力を育む授業とはー」

 
○学習分野

目的 : 第 1 に、「お金を通して生計を管理する基礎を身につけ、それをもとに、将来を見通し
ながら、より豊かな生き方を実現するため、主体的に考え、工夫し、努力する態度を身につけ
ること」。第 2に、「金融・経済のしくみを学び、働くことやお金を使うことなどを通して、社
会に支えられている自分と社会にはたらきかける自分とを自覚して、社会に感謝し、貢献する
態度を身につけること」。
A. 生活設計・家計管理に関する分野（資金管理と意思決定、貯蓄の意義と資産運用、生活設計）
B. 経済や金融の仕組みに関する分野（お金や金融のはたらき、経済把握、経済変動と経済政策、
経済社会の諸課題と政府の役割）

C. 消費生活・金融トラブル防止に関する分野（自立した消費者、金融トラブル・多重債務、健
全な金銭観）

D. キャリア教育に関する分野（働く意義と職業選択、生きる意欲と活力、社会への感謝と貢献）

米国の全国経済教育協議会 NCEE
（National Council on Economic 
Education）

Ⅰ基礎的な経済概念（[1] 稀少性 [2] 機会費用とトレードオフ [3] 生産性 [4] 経済システム [5] 経
済制度と誘因 [6] 交換・貨幣・相互依存） 

Ⅱミクロ経済学の概念（[7] 市場と価格 [8] 供給と需要 [9] 競争と市場構造 [10] 所得配分 [11] 市
場と失敗 [12] 政府の役割）

Ⅲマクロ経済学の概念（[13] 国民総生産 [14] 総供給 [15] 総需要 [16] 失業 [17] インフレーショ
ンとデフレーション [18] 金融政策 [19] 財政政策 

Ⅳ国際経済学の概念（[20] 絶対優位・比較優位・貿易障壁 [21] 為替相場・国際収支 [22] 成長
と安定の国際的局面）である。

　NCEE の金融教育の教材としては、Financial Fitness for Life のシリーズがある。

米 国 の Ｎ Ｐ Ｏ 団 体 Jump$tart 
Coalition が作成
National Standards in K-12 Personal 
Finance Education（2007）
のプログラム

Ⅰ金融の責任と意思決定：①個人の金融決定に責任をもつ　②様々な金融情報を発見し評価す
る　③主な消費者保護法をまとめる　④選択肢と結果を組織的に考慮して金融決定する　⑤
金融問題の討論のためのコミュニケーション方略を開発する　⑥個人情報を制御する。

Ⅱ収入とキャリア：①職業のオプションを探索する　②個人的な所得の資源を見極める　③手
取り給料に影響する要因を記述する。

Ⅲお金の計画と管理：①支出と貯蓄の計画を開発する　②金融記録の保存と使用のシステムを
開発する　③異なった支払い形態の使用方法を記述する　④購買決定の消費者スキルを適用
する　⑤寄付を考える　⑥個人の金融計画を開発する　⑦遺言の目的と重要性を検討する。

Ⅳクレジットと負債：①様々なクレジットタイプの費用と便益を見極める　②クレジット記録
の目的を説明し借り手の信用調査書に関する権利を確認する　③負債問題を避け・修正する
方法を記述する　④主な消費者信用法をまとめる。

Ⅴリスクマネジメントと保険：①リスクの一般的タイプとリスク管理方法の基礎を確認する　
②損害・障害保険の目的と意義を説明する　③健康・生命保険の目的と意義を説明する。

Ⅵ貯蓄と投資：①貯蓄がどのように金融活動に貢献するか話し合う　②投資がどのように富を
作り・金融的目的に一致するか検討する　③投資の選択肢を評価する　④投資売買の方法を
記述する　⑤税が投資利益のレートにどのように影響するか説明する　⑥金融市場を規制す
る省庁がどのように投資家を保護するか調査する。

英国のシチズンシップ教育や
PSHE(Personal, Social and Health 
Education) のなかで進められている
「金融能力」

英国では 2002 年からシチズンシップのキーステージ 3（KS3:12 才から 14 才）とキーステー
ジ 4(KS4:15 才から 16 才）が必修となり、必ずしも教科時間としてカリキュラムには位置付
けられていないが、教科の領域や PSHE 等の教育領域でこれらは扱われる。このなかで「金
融能力（financial capability）」が第 1 に挙げられている。英国教育雇用省（Department for 
Education and Employment）は 2007 年に学校向けガイドブックとして Financial Capability 
through Personal Financial Education, Guidance for Schools at Key Stage 1&2 3&4 を発行して
いる。金融能力とは、Ⅰ金融についての知識と理解、Ⅱ金融についての技能（skill）と力量
（competence）、Ⅲ金融についての責任、からなっている。Ⅰ金融の理解（①貨幣とは何か・
貨幣の交換、②どこからお金はくるか、③どこにお金は行くか）、Ⅱ金融の力量（①金融の記
録と情報、②予算を作る、③リスクとリターン）、Ⅲお金についての責任（①個人の人生にお
ける選択をする、②消費者の権利と責任、③お金に関する広範囲の結果〈インプリケーション〉）
から成り立っている。

全米ビジネス教育協会 NBEA(National 
Business Education Association)
2001 年スタンダードの
「経済と個人財務（ECONOMICS & 
PERSONAL FINANCE）」

Ⅰ個人の意思決定 : 市民、労働者、そして消費者としての役割に適用できるよう合理的な意思
決定プロセスを使用できること。

Ⅱ生活の収入 : さまざまな収入の形態を分類でき、キャリア意思決定プロセスの一部としての
収入に及ぼす要因を分析できること。

Ⅲ融資と予算の管理 : 支出と貯蓄計画の評価と開発ができること。
Ⅳ貯蓄と投資 : 短期目標や長期目標に適合した貯蓄と投資の各オプションを評価できること。
Ⅴ商品とサービスの購入 : 商品とサービスの購入において最適消費者満足のために意思決定モ
デルを適用できること。

Ⅵバンキング : 資金移動のための預金機関によって提供されるサービスを評価できること。
Ⅶクレジットの利用 : クレジットの選択、クレジットにかかる費用、そしてクレジット使用の
法的な面に影響する要因を分析できること。

Ⅷリスクへの対処 : リスクや金融的損失に対しての保護のために消費者が利用できる選択肢を
分析できること。

山根［2006］は経済教育の立場からの
金融教育プログラムを提案している

基本概念に①稀少性・選択・機会費用、②費用と便益、③供給・需要・価格・競争、④インフレー
ションとデフレーション、⑤為替相場、⑥税及び税額控除、⑦安全性・流動性・収益性・トレー
ドオフ、⑧リスクとリターン、⑨利子率と利回り、を挙げている。また学習として取り上げる
具体的な対象は、金融商品の購入（①公的年金、②生命保険・個人年金・企業年金、③損害保
険・自動車保険、④預金、⑤国債と社債、⑥株式、⑦投資信託）、借金の利用（①クレジットカー
ド、②種々のローン）を挙げている。山根のプログラムの特徴は、基本概念を設定した後に金
融商品などの具体的な学習対象をこれに重ね合わせている点である。
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（資料 5）「商業教育における金融教育プログラム」の計画 ―原理を基礎とした金融教育プログラム―
1 学期［学年・科目］ 2学期［学年・科目］ 3学期［学年・科目］ 留意点

１. 貨幣の時間価値（ＴＶＭ）と
　  キャッシュフロー
貨幣価値は時間と金利をもとに将
来価値や現在価値として表すこと
ができる。貨幣の追加加減をキャッ
シュの流れとして捉えると時間価値
概念の応用範囲が広がる。割引に
よって得た現在価値は他の現在価
値と比較することができ、判断の資
料を提供する。

・将来価値と現在価値・単
利計算と複利計算法
  ［１年ビジネス基礎］
  ［2 年商業技術］
・現在価値と割引・複利終価・
複利現価
  ［2 年商業技術］
  ［3 年課題研究］
・定額のキャッシュフロー
と時間価値
  ［2 年商業技術］
・積立金、年賦金とローン
返済
  ［2 年商業技術］
  ［3 年課題研究］

・金融に関する関数の学習
・FV と PV 関数
   [2 年情報処理 ]
・PMT と RATE 関数
   [2 年情報処理 ]
・PV、FV、NPV、年金、キャッ
シュフロー
   [3 年会計実務 ]

・定額でないキャッシュフ
ローと割引

・設備投資判断、NPV と IRR
   [3 年会計実務 ]

情報処理の
金融関数の
学習と計算
事務の金融
に関する計
算を関連づ
ける。

2. 収益率
費用（投資）と収益（利得）の
比から収益率が算出され，それ
は比較判断のための資料とな
る。貨幣・債券・株式など異なっ
た対象であっても収益率を算出
することで同一に比較できる。
収益率は時間価値の割引に用い
られる。

・費用と収益
   [1 年ビジネス基礎 ]
   [3 年課題研究 ]
・債券と利回り、社債価格と
利回り（単利最終利回り）
   [2 年商業技術 ]
   [3 年課題研究 ]
・株式の買入と販売 , キャピ
タルゲインとインカムゲ
イン
   [2 年商業技術 ]
   [3 年課題研究 ]

・社債購入と償還・株式と
配当
   [1 年簿記 ]
   [2 年商業技術 ]
   [3 年課題研究 ] 
・EPS と PER・PBR と PCFR
   [3 年総合実践 ] 

・株式利回り
   [3 年総合実践 ]
・株価評価 (配当割引モデル )
   [3 年課題研究 ] 

金融電卓の
利 用 に よ
り、意思決
定会計、株
式投資理論
の基礎を学
ばせる。
[3 年会計実
務・3 年 課
題研究 ]

3. リターンとリスク（平均・　
　 分散アプローチ）
リターンを平均（期待収益率）、
リスクを利得の散らばり（分散・
標準偏差）と捉えることで、正規
分布をもとにした統計数学が金
融に利用できる。資本コストは現
在価値の割引に利用できる。

・保険と確率、損害保険（火
災保険・自動車保険）と
生命保険
   [1 年ビジネス基礎 ]
   [2 年商品と流通 ]

・期待収益率と分散
   [3 年課題研究 ]
・分散・平均アプローチ、
最小二乗法、β
   [3 年会計実務 ]

・格付け
   [3 年課題研究 ]
   [3 年総合実践 ] 

数学におい
て統計の分
野が学習さ
れ て お ら
ず、商業科
目で指導す
る必要があ
る。

4. 企業財務分析
個別企業の財務諸表から、その
経営結果の評価（企業の状況や
方向性を推測する）を行う資料
を得られる。他企業との比較や
市場評価との比較のための資料
になる。市場の収益率との比較
を行うことで、財務分析結果か
ら企業評価のための資料が得ら
れる。

・CVP 分析（固定費と変動
費、限界利益と損益分岐
点、安全余裕率）  
[2 年原価計算 ]

・連結財務諸表の作成
   [3 年会計実務 ]
・キャシュフロー計算書作成（営
業CF・投資CF・財務CF）
   [3 年会計実務 ] 

・営業利益・経常利益・当
期純利益
   [2 年会計 ]
・業種と連結事業
   [3 年総合実践 ]
・1株当たり配当・配当利回り・
1株営業CF・1株株主資本
・株価収益率（PER・PBR・
PCFR）

・株価チャート
   [3 年総合実践 ]
・設備投資・研究開発費・
投資 CF
   [3 年会計実務 ]

・売上高当期純利益率・総
資産回転率

・デュポンシステム
   [2 年会計 ] 
・安全性（流動・当座比率、
自己資本比率）
   [2 年会計 ]

株 式 学 習
ゲームを通
して、株式
の売買の基
礎的な知識
の習得を図
らせる。
[3 年総合実
践 ]

5. シグナルとファクターの
　連動関係
市場で決まる価格・物価・金利・
株価・為替をシグナルとして捉
えてその連動メカニズムを理解
する。各産業の需給バランス（少
数利益）の要因（販売受注数・
金融政策・財政政策等）をファ
クターと捉え、これとシグナル
の連動メカニズムを理解する。
特定のシグナルやファクターを
原因（均衡を歪ませる要因）と
固定要因に仮定することで、仮
説に基づく長期・短期の連動結
果の予測が立てられる。

・長期金利（国債）・短期金
利（無担保コール翌日物
金利）
   [3 年課題研究 ]
   [3 年国際ビジネス ]
・株価指標（日経株価平均、
権利落ち価格、TOPIX、配
当性向）
   [3 年総合実践 ]
・原油・穀物・貴金属価格
   [3 年総合実践 ]
・新築住宅販売・自動車販売・
耐久財受注
   [3 年総合実践 ]
・GDP と産業構造
   [3 年課題研究 ]
   [3 年国際ビジネス ]

・直接金融と間接金融、資
本市場と資金調達
   [1 年ビジネス基礎 ]
・物価指数、為替
   [3 年国際ビジネス ]
・金融政策（GDP、マネー
サプライ・金利政策）
   [3 年課題研究 ]
   [3 年国際ビジネス ]
・産業分類（業種別分類）
   [3 年総合実践 ]
・主要指標（金利・株価・為替・
物価）の関連
   [3 年国際ビジネス ]
   [3 年総合実践 ]
・金利と物価と為替・物価
の連動過程
   [3 年国際ビジネス ]
   [3 年総合実践 ] 

・財政政策（税・補助金・
経済制度政策）
   [3 年課題研究 ]
   [3 年国際ビジネス ]
・金利・為替と産業の変動 
過程
   [3 年課題研究 ]
   [3 年国際ビジネス ]
・技術革新・科学技術
   [3 年国際ビジネス ] 

株 式 学 習
ゲーム、国
際ビジネス
と の 関 連
を図りなが
ら、日経新
聞との利用
も考慮して
指導する。

6. 個人の意思決定と責任
クリティカルシンキングによる
意思決定を行うには、選択には
機会費用の存在とトレードオフ
関係があること、ヒューリス
ティックな意思決定は有効であ
るが半面バイアスがあること、
合理的な判断には前提となる仮
説が存在すること、を理解する
必要がある。金融商品の購入計
画は、予算・返済との関係でリ
スクが存在し、トラブルの例や
法的な救済方法等を理解してお
く責任がある。

・金融商品（預金・債券・保険）
   [1 年ビジネス基礎 ]
・クレジットカード、デビッ
トカード
   [1 年ビジネス基礎 ]
・不動産の売買
   [3 年経済活動と法 ]
・意思決定のバイアス
   [3 年課題研究 ]
   [3 年経済活動と法 ]

・トラブルの法的対処（利
息制限法・連帯債務）
   [3 年経済活動と法 ]
・多重債務、信用取引、商
品取引リスク
   [3 年経済活動と法 ]
・トレードオフと機会費用
   [3 年課題研究 ]

・仮説の設定（効率的市場
仮説等）
   [3 年総合実践 ]

消費者とし
ての金融の
知識と関連
さ せ る こ
と、進路指
導（キャリ
ア教育）と
の関連を図
ること。

原理 期間学年



12

（資料 6）金融教育研究の全体像

　上記の図は、次のような構造を表したものである。
　この構造は大きく二つの部分から成立し、一つは基礎になる「商業教育における金融教育プロ
グラム」（格子状の平行四辺形）であり、もう一つは三軸（意思決定・パーソナルファイナンス・
コーポレートファイナンス）の相互作用（回転を表す矢印）である。この二つが基礎・基本とな
り学習（金融知識・技術の形成）が拡大する（点線の円）。基軸の一つパーソナルファイナンス
は学習プロジェクトとして、四つある（①具体的な証券投資学習を通して経済や金融のしくみに
関する分野、②個人の生涯設計に関する分野、③消費者生活や金融トラブル防止に関する分野、
④キャリア教育に関する分野である）。これらのプロジェクトは他の団体（長野県金融広報委員
会、生命保険会社、教育団体、NPO）との協力によるコラボレーションである。コーポレートファ
イナンスは、特別なプロジェクトとして行った金融電卓による事業活動に関するファイナンスの
学習である。意思決定の軸は、これら全ての学習に関連する基軸であり、個人の金融行動に関す
る合理的・批判的な意思決定の育成を目的としたものである。

（資料 7）【実践報告】2「パーソナルファイナンス学習プロジェクト」について

教授側の予想・意図 実施・状況 評価（予想し得なかった点・事後評価・問題点）

先　

行　

条　

件

1. パーソナルファイナンス学習プ
ロジェクトは、個人の立場を中
心として見た金融教育である。
この金融学習の特徴は、①外部
の団体と連携することで学習の
幅を広げること、②金融広報中
央委員会の「金融教育プログラ
ム」で示された 4分野からプロ
ジェクトを設定し、バランスを
保つこと、③総合的・実践的な
学習ができるように設定するこ
と、である。

2. 当該授業内容に関連させるため
レポート提出などを行い、いわ
ゆる「やりっ放し」をなくすよ
うに考慮した。

1. ①日経 STOCK リーグ（3年生）・
②ライフプランニング（2年生）・
③消費者教育出前講座（3年生）・
④キャリアインタビュー（1・3
年生）を設定した。協力団体は
知人・ネット検索や他の資料か
ら選択し依頼した。担当教師は
授業実施担当者に任せた。

2. これらのプロジェクトはレポート
提出や記事の作成、発表会等が
予め設定されているので比較的
授業との関連がとりやすかった。

1. 学習対象となる生徒に偏りがで
てしまった。内容が少人数で
しかできないものや、授業担当
者の判断で行うことから、強制
できないものがあるためであっ
た。他の学習集団とのバランス
や公平感も考慮する必要がある
ため、計画段階で十分検討すべ
きである。

2. このような学習は他の学校にお
いても行われている。本校の研
究上どのように統一的に関連さ
せ、総花的にならないように設
定するかが大きな課題である。
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教授側の予想・意図 実施・状況 評価（予想し得なかった点・事後評価・問題点）

処　

遇

1. 以下のような学習内容を予定し
た。①日本経済新聞社の日経
STOCK リーグに 2学期から全 3
年生（81 人）が参加して、企業
研究・株式模擬売買を行う。最
終的には 3・4人のグループでレ
ポートを作成する。「総合実践」
の授業で行う。②ソニー生命保
険株式会社と提携し、生徒個人
のライフプランの設定学習を行
う。2日間 4時間の計画であり 2
年生の「情報処理」の授業を当
てる。③全国消費生活相談員協
会と連携し、全 3年生 2クラス
（81人）2時間、「経済活動と法」
の授業を当てる。④NPO法人「夢
のデザイン塾」と連携し、生徒
が職業人にインタビューを行い
冊子を作成し、長野県内の全高
校へ配布する。生徒は希望者で
10名程度、放課後活動する。

1. 4 分野の学習プロジェクトは、
ほぼ予定通り実施できた。①日
経 STOCK リーグの概要は資料 8
の通りである。②ライフプラン
ニングを計画通り実施できた。
ソニー生命保険株式会社から 4
名のスタッフが参加し、同社の
ソフトを用いて行った。資料 9
がその授業の様子である。③消
費者教育出前講座として全国消
費生活相談員が「賢い消費者に
なろう」と題した講演を行った。
実施は 1クラスであった。資料
10 がその様子である。④キャリ
アインタビューには 10 名（1年
生3人、3年生7人）が参加した。
4 回の講習会があり、各自イン
タビューの後記事を書き、冊子
にまとめた。資料 11 がその概
要である。

1. 外部の団体の協力により充実し
た授業が実施できた。また、4
分野から 4プロジェクトを設定
できた。①の日経 STOCK リー
グに関しては、事前学習と企業
研究の方法を検討する必要があ
る。②のソニー生命保険株式会
社との提携は、パソコンソフト
やスタッフが充実している。③
は多くの学習の場を設定するこ
とが可能である。④はインタ
ビューのための外出する交通費
や保険料はNPOが負担してくれ
た。また、職業人の紹介も行っ
てくれた。冊子は 5千部印刷し
県内の全高校に配布した。しか
し、参加人数に制限があり、毎
年の予算が確保できるとは限ら
ないといった問題もある。

結　

果　

・　

効　

果

1. 企業や諸団体との連携に当たっ
てはいくつかの注意事項が挙
げられる。①授業担当教師の理
解と支持を得ることが必要であ
る。②生徒や保護者への承諾や
納得が必要な場合は、十分な説
明が必要である。③学校の意図
した内容にするためには外部団
体との事前の綿密な調整が必要
である。④目新しさだけでは長
続きしない。⑤学校以外の資源
を利用するには担当教師のコー
ディネイト力が必要である。⑥
クラスの学習雰囲気が望ましく
ない場合、トラブルが予想され
るため、担当教師が消極的にな
りやすい。

1. 左の注意事項に対応させて次の
ように実施した。①：まず推進
役の教師が前年度等においてプ
ロジェクトを行っておいて、そ
の利点を強調した。②：初めて
行う場合は、初めから多くの目
標を設定しない。③と⑤：すで
に知り合いである知人を最大限
に利用した。NPO法人の担当者
やソニー生命保険株式会社の担
当者とは知り合いであり、こち
らの意見も自由に述べることが
できた。④：来年度用の担当者
を予め定めておいた。⑥：トラ
ブルが発生しそうな場合は、時
間や労力のロスをさけ、強引な
実施はしなかった。

1. 教師は新しい企画などに慎重な
傾向がある。こうした教師に協
力を求める場合は最小限の協力
を求めるようにするとよい。こ
の場合には、推進者の意向を自
由に発揮できると考えて、推進
者自ら積極的に行うことができ
る。一般的に、推進者の意欲が、
全体の教師に影響を及ぼす。

2. 目新しさやマスコミを意識した
プロジェクトは、本末転倒にな
りやすく、振り回されているこ
とを生徒は敏感に察知すること
が多い。授業のねらいを貫徹し、
ぶれない態度が肝要である。

全　

体　

評　

価　

・　

考　

察　

a. 外部団体の協力を得て行う学習プロジェクトを設定するためには、推進役の教師の働きかけ（前年度に試行
しておく・マニュアル等の具体的教材提示・大まかな年間計画等）が必要であり、これにより他の教師の理
解と支持が決定されるといえよう。教師個人だけの学習プロジェクトよりも、学校全体での場合、特に商業
科として行うことが効果的であると考えられる。組織力を高める必要がある。本校の場合、平成 19 年度に
長野県金融広報委員会から「金融教育研究校」の委嘱を受けた。こうした予算の裏付けのあるプロジェクト
であることが説得力を増した。また、クラスの学習雰囲気に問題がある場合でも、定評のある外部講師を入
れることで、学習を推進できる可能性を見いだせた。

b. 体験的・実践的な学習の効果や意義は知られているところであり、実際に行った後の充実感が得られるなど
利点も多い。しかし、本研究の課題である体系的知識や本質的金融の理解を獲得するという面で、こうした
学習が必ずしも有効であるとは限らない。これを有意義なものにするためには、プロジェクト自体の位置づ
けが明確であること、単発的ではないこと、いわゆる「這い回る経験主義」に陥らないこと、年間全体の配
分を考えること、次の学習を深められる形態になっているか、マスコミ受けをするようなことばかりをねら
うのは本末転倒であり生徒から見透かされてしまうことなど、多くの留意点が挙げられる。改善を積み重ね
る必要があり、このため、次年度担当教員の養成や引き継ぎ、改善策検討会議とその記録が必要である。

c. プロジェクトはどの程度の教育的効果があるのか、実証的検証が求められる。敢えて統制群を作り比較検討
するのは教育的に問題があるが、さまざまな都合により、統制群ができてしまうこともある。こうした場合
を利用して予め量的な調査の準備をするべきであった。プロジェクトの実施に神経を使うため、こうした調
査がおろそかになる傾向がある。改善や研究のためには調査担当の教員を特別に設定、あるいは事前に調査
用紙の準備等を行うことが望ましい。単なる生徒の感想等で終わらせるだけでは不十分であると考える。
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（資料 8）日経 STOCKリーグの授業計画　（科目名「総合実践」2単位 履修学年 3年）

時期 授業内容

9月

①証券用語しらべ（データベース化できるように Excel へ記録する）。

②日本経済新聞、会社情報の読み方。

③株価チャートの読み方、実際に作成してみる。

④貸借対照表（B/S）、損益計算書 (P/L）、キャッシュフロー計算書 (C/S）の見方。

10 月
①株価収益率（PER）、株価純資産倍率（PBR）、ROE（株主資本利益率）、ROA（総資産利益率）の理解。

②銘柄選定（各グループ 10 銘柄以上選定）と購入。

11 月
①各自調べた内容や購入内容を記録する。

②個人レポート作成・提出。

12 月 ①グループでレポート提出。

1 月上旬
①日経 STOCK リーグへレポート提出。

②各担当教師にレポート提出。

（資料 9）「ライフプランニング」授業風景
　ソニー生命保険株式会社の協力。
・平成 19 年度実施
・11/4、11/30、1/11、1/17 の 4 回の打ち合わせ。
・1/17 授業にて概要説明。
・1/21、1/22 授業。
・グループに分かれ家族設定をおこない、生涯におけ
るイベント費用と収入のシミュレーションを行う。

（資料 10）消費者教育出前講座「賢い消費者になろう」の風景
　消費生活相談員協会より講師を派遣してもらい実施。

東信ジャーナル記事
2007 年 10 月 18 日付
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（資料 11）高校生キャリアインタビュー（NPO法人との連携） 

　NPO法人「夢のデザイン塾」のキャリアインタビューに希望者 10 名（1年生 3名、3年生 7名）
が参加し、主に放課後活動した。協力により事前研修を次のように行った。
7/2：何のために働くか（名刺作成）
8/1：取材候補リストアップ
9/13：チーム編成
11/19：原稿の書き方
インタビューは、保育士・税理士・公認会計士・画家・写真家・家庭犬インストラクター・スーパー
副店長・楽器修理士・ペットショップ経営・アナウンサーの 10 名にインタビューをして、記事
を作成した。冊子「VIEW」は長野県の全ての高校 2年生に渡るように印刷配布した。

（資料 12）【実践報告】3「コーポレートファイナンス学習プロジェクト」について

教授側の予想・意図 実施・状況 評価（予想し得なかった点・事後評価・問題点）

先　

行　

条　

件

1. 金利（単利・複利）・現在価値（PV）・
将来価値（FV）・正味現在価値
（NPV）・年金・分散については、
「情報処理」の「ビジネスに関す
る計算」で扱うが、ソフトの関
数操作に追われ、あるいは時間
的な余裕がないため、表層的な
学習指導になりがちである。し
かし金融に関するこれらの学習
内容はきわめて重要で本質的な
内容である。従って、こうした
内容を学習する場の設定が必要
となる。

2. パソコンによる関数の扱いでは
なく、計算式そのものを扱い、
手作業的な学習ができるように
「金融電卓」を用いた授業を設定
した。金融電卓はプロ使用の機
種を選定した。

1.3 年選択科目「会計実務」（選択
者 10 名）、2 学期の授業におい
て以下の学習を行った。金利
（単利・複利）・現在価値（PV）・
将来価値（FV）・正味現在価値
（NPV）・年金・分散についての
学習を行った。内容は大きく①
貨幣の時間価値、②キャッシュ
フローを資本コスト（WACC）
で割り引いて NPV を算出する
（DCF 法、資料 13）、③資本コス
トの算出である。

2. 金融電卓を使用する理由は以下
の通りである。①手軽さ機動性
に優れる、②計算過程を視覚化
できる、③金融電卓使用の授業
研究がなされていない、④金融
電卓が購入可能となった、⑤金
融電卓が資格試験に許可されて
いる、以上である。

1.「商業教育における金融教育プ
ログラム」の原理 1「貨幣の時
間価値とキャッシュフロー」と
原理 3「リターンとリスク（平均・
分散アプローチ）」の内容を特に
集中させてプロジェクトを設定
した。配当時間は約 40 時間程
度である。コーポレートファイ
ナンスの核に当たる「キャッシュ
フローを資本コストで割り引い
てNPV を算出する」学習が全体
内容を要約したものである。こ
の点に本プロジェクトは、独自
性をもつ。

2. 金融電卓を生徒に貸し出すこと
にした。金融電卓は、上記学習
において、機能的な不都合は無
かった。ただし、入力ボタンが
小さいなど問題点はあった。

キャリアインタビューの風景
キャリアインタビュー完成冊子「VIEW」

（夢のデザイン塾 2008年 2月 29日発行）と事前研修
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教授側の予想・意図 実施・状況 評価（予想し得なかった点・事後評価・問題点）

処　

遇

1. この学習に必要な数学的学力と
生徒のそれを事前比較した。生
徒によっては、連立方程式や 2
次関数がよくわからないものが
2 名、数学が特に苦手であると
述べている生徒が 3名いる。こ
うしたことを考慮し、数学的知
識は小学校レベルであるという
前提に立った。その上で公式も
最初から導く、学習進度はスロー
ペースを心がけ、復習を必ず入
れて理解してから先に進める方
法をとる。

2. 学習内容は精選して、最終的に
はコーポレートファイナンスの
学習の核に当たる「キャッシュ
フローを資本コストで割り引い
て NPV を算出する」に限定し
た。この理解に必要な基礎知識
を洗い出して、学習内容を組み
立てることが重要である。

3. リスクを分散で捉え、リターン
を平均で捉えるという概念の理
解と、これによる数値的把握の
利便性、およびこの理論の限界
の理解が「商業教育における金
融教育プログラム」の中でも重
要なものであるため、この点を
強調したい。

1. 数学的に生徒がつまずく点とそ
れ程ではなかった点を以下に示
す。(1) つまずいた点は四つであ
る。①分散 (Variance) と共分散
の関係（相関係数）、② 2証券の
分散、③ CAPM、④最小二乗法
の解法である。(2) 比較的つまず
きの少なかった点は、①現在価
値と将来価値、②割引と NPV、
③キャッシュフロー、④資本コ
スト（WACC）であった。なお、
年金現価・終価とβ（感応度）
は面倒ではあったが理解が可能
であった。金融計算で使う高校
数学の対応を検討し、全て範囲
内であることを確認した（資料
14 参照）。

2. キャッシュフローを資本コスト
で割り引くことに対しては、比
較的生徒の理解が良かった。た
だし、資本コストを算出するた
めに必要な統計的知識には、困
難な点も多かった。

3. リスクを分散で捉えるという視
点は、「商業教育における金融教
育プログラム」の本質的な概念
であるので、この説明に十分時
間をかけた。分散と加重平均の
理解は比較的容易であるが、こ
れがリスクとリターンの把握に
繋がることへの理解は、学習上
の大きな山場であった。

1. 指導上、つまずきのあった左（1）
の検討を行った。①は図解で理
解できた生徒と、図解では理解
できない生徒がいた。重要な概
念であるため、練習問題等を多
く作り、計算練習で確実に身につ
ける必要がある。②は証券学習
には必要であるが、コーポレート
ファイナンスで必須であるか検
討すべきである。計算式が複雑
である。③も②と同様である。④
は微分の学習はしないで公式化
して教える方がよい。欲を出せば
数式の証明などの理解が必要で
あるが、道具として使えることを
念頭に、概要理解と実際に計算
できることを重視すべきである。

2. 練習問題を多く作成して知識の
定着を図るようにすべきであっ
た。

3. リスクを分散で捉えることによ
り多くの応用が可能であること
に重点を置くべきである。管理
図、品質コントロール、リスク
テイク、リスク管理などに用い
られる重要概念である。ただし、
証券投資において、分散投資の
分散が Diversification でありこ
こでの分散（Variance）と違う
ことに注意すべきである。

結　

果　

・　

効　

果

1. 金融電卓を用いた学習効果（学
習意欲）の調査を行うため、質
問紙調査の項目を検討した。調
査の項目は①金融電卓の基本操
作が学習の障害になっていない
か、②金融電卓の機能が理解で
きているか、③金融数学の意味
が理解できているか、④学習の
意欲関心があるか、である。デー
タ的に十分な件数を確保できな
いが、予備的調査として行った。

2. 学習過程のモデルを木村［1999］
の情報処理の学習過程モデルを
参考に検討した。

1. 調査方法は以下の通りである。
質問紙により9月と12月に調査
を行った。9月は、電卓の基礎的
な操作と複利現価・終価の学習
が終わった段階である。12月は、
予定された学習（リスクとリター
ン、DCF 法まで）が終了した段
階で行った。被験者は 3年生 10
名（2男 8女）である。分析ソフ
トにはSPSS Ver14 を用いた。
　質問項目を資料 15 のように設定
した。因子分析を行った。12 月
の分析は資料 16 のような結果
となった。

2. 学習モデルを作成しAmos6 で解
析したが、被験者数不足で検証
できなかった。また各因子間の
相関を検証したが、有意ではな
いため、モデルの適切さは検証
できなかった。資料は割愛する。

1. 調査の結果を分析した。資料 16
は 12月の調査を分析したもので
ある。q95、q92 は、尖度に問
題があるため因子分析から除外
した。因子の解釈により、「金融
電卓の応用意欲」、「金融電卓の
有用性理解」、「計数的把握」と
命名した。これらは、あくまで
予備的調査であり、本格的な調
査が必要である。9 月の因子分
析は 12 月とやや異なるが、資
料は割愛した。予備的な調査で
はあるが、調査項目の確定がで
きた。

2. 学習過程モデルを示すことが今
後の課題である。モデル検証の
失敗は、データの件数不足が原
因であると思われる。

全　

体　

評　

価　

・　

考　

察　

a. 本研究の目的は、①授業の実践を通して、「商業教育における金融教育プログラム」の原理である「貨幣の時
間価値とキャッシュフロー」と、「リターンとリスク（平均・分散アプローチ）」を中心に学習すること、②
生徒の学習効果や学習意欲形成の分析であった。①については、学習内容の検討を行い、この結果、「キャッシュ
フローをWACC を用いた割引率でNPV を出す DCF 法」のための学習項目を示すことができた。また、この
学習内容が商業科目としての範囲や高校数学の範囲を逸脱していないことを示した。②については、量的研
究方法により学習効果・意欲に関する検証を試みた。本研究はサンプルデータの不足のために、予備的調査
の段階に止まっている。

b. 統計的な学習は高校生には難しすぎて困難であるという批判を払拭するために、できるだけ数学の内容をイ
メージ化して、また、統計理論を道具として利用するという考え方で、授業を展開した。難しいと思うのは、
生徒であって教師ではない。教師が理解しているかいないかで難易を判断してはならない。生徒にとっては、
新しい学習内容は全て難しいのである。理解し易いものが基本ではない。こうした意味で、生徒の理解困難
点や個人生徒による理解のし易さの違い（適性処遇交互作用）や、学習内容の精選や順序などが検討できた。

c. 今後の課題としては、第 1に、学習効果に関する調査をさらに進めること、第 2に、授業展開用の練習問題
の充実やサイクルメソッドの応用が必要であること、第 3に、この学習の重要性について、他の教師の理解
と支持が得られるように、今後さらに働きかける必要性があること、が挙げられる。
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積立金は（賦金率－利率）でもある（年金終価の逆数から年金現価の逆数を引くと－rになる）

（資料 13）　　　　　　　　　　　　　　（資料 14）金融計算で用いる高校数学 
コーポレート
ファイナンス学習 

●ギリシャ文字
Α α アルファ
Β β ベータ
Γ γ ガンマ
Δ δ デルタ
Ε ε イプシロン
Ζ ζ ゼータ
Η η イータ
Θ θ シータ
Ι ι イオタ
Κ κ カッパ
Λ λ ラムダ
Μ μ ミュー
Ν ν ニュー
Ξ ξ グザイ
Ο ο オミクロン
Π π パイ
Ρ ρ ロー
Σ σ シグマ
Τ τ タウ
Υ υ ウプシロン
Φ φ ファイ
Χ χ カイ
Ψ ψ プサイ
Ω ω オメガ

Σ（シグマ）について
長い足し算を簡単に表せる。
〈例〉
Σ
k=1

7   
k=1+2+3+4+5+6+7

Σ
i=1

3   
Xi=X1+X2+X3

Π（パイ）について
長い掛け合わせ演算式を簡単に表
せる。
〈例〉
Π
t=1

7  
t=1×2×3×4×5×6×7

Π
i=1

3 
（Xi+Yi）=（X1+Y1）（X2+Y2）（X3+Y3）

ファイナンス計算と高校数学

ファイナンス計算学習項目
複利と単利

単利法
FVの計算  FV=PV（1+nr）
n,rの計算

複利法
FVの計算　FV=PV（1+r）n

n,rの計算

割引率と現在価値
単利法の現在価値　PV= 　　FV　　

複利法の現在価値　PV= 　　FV　　

年金（アニュイティ）
単利法の期末年金終価（FV）
複利法の期末年金終価（FV）

期末と期首（ordinary & immediate）

複利法によるＰＶ，二つのＰＭＴ
期末年金現価（ＰＶ）

積立金（ＦＶの式のＰＭＴ） 

年賦金（ＰＶの式のＰＭＴ）

ｎの計算

n= In（PMT）－In（PMT-PV×r）

 
ｒの計算　基本式 
ＰＶ（1+ｒ）ｎ×ｒ－ＰＭＴ（1＋ｒ）ｎ＋ＰＭＴ＝0

キャッシュフローと割引
ＮＰＶの計算
ＩＲＲの計算

Amortization　年賦償還スケジュール
月利と実行利率（effective annual rate）
元金残高（ＢＡＲ）
返済額利息分（ＩＮＴ）
返済額元金分（ＰＲＮ）

連続複利
FV=ernPV

平均分散アプローチ（ポートフォリオ分析）
期待収益率（リターン）と分散（リスク）
相関関係
ポートフォリオの期待収益率と分散
　期待収益率
　　E（rp）=WAE（rA）+WBE（rB）  
 　分散（2証券ポートフォリオの場合）
　　Var（rp）=WA2Var（rA）+WB2Var（rA）　　　　
　　　　　　  +2WAWBCov（rA,rB）
　　Var（rp）=WA2σ（rA）2+WB2σ（rA）2

　　　　　　  +2WAWBρ（rA,rB）σ（rA）σ（rB）
　ｎ証券ポートフォリオの分散
　　σp2 = Σ Wi 2 σi2 + Σ Σ Wi Wj σij    （共分散既知）

　　

マーケットモデル

β（ベータ）

1+nr

（1+r）n

In（1+r）

i=1

i=1

高校数学の学習項目
数列「数Ｂ」，「数Ⅱ」

等差数列[数Ｂ]　　an=a0+nd
n年後の将来価値＝現在価値＋期間×1年間の価値増加量
　　　　　　　　　　　　　　　　　
直線の方程式[数Ⅱ]（一次関数）　
ＦＶ=ｎｒＰＶ+ＰＶ
等比数列[数Ｂ] 
指数関数[数Ⅱ]　r= （ FV ）1/n－1

対数関数[数Ⅱ]　n=  ln（FV）－ln（PV）  [In=loge]
式の変換[中学]

数列の和[数Ｂ]
等差数列の和　ＦＶ=ｎＰＶ{2＋（ｎ＋1）｝／2
等比数列の和　ΣaRk

　ＦＶ＝ＰＭＴ× （1＋ｒ）－1 

期首はそれぞれ1期多くなる
×（1＋ｒ）

逆数[中学]
ＰＶ＝ ＰＭＴ×　　　　　　

ＰＭＴ＝ＦＶ×　　　ｒ　　　

ＰＭＴ＝ＰＶ×　　ｒ　　

等比数列の和  [数Ｂ],指数[数Ⅲ]

ＮＰＶ=Σ
k=0

 　CFk　  

ＩＲＲ＝（ 　ＦＶ　 ）1/n－1

等比数列の和[数Ｂ]
EEF=（1－r/m）̂m-1

ＢＡＲ=  　PMT　 ×{1－（1+r）ｎ}+PV（1+r）ｎ
ＩＮＴ＝PMT×{1－（1+ｒ）n-1}+PMT×r（1＋r）n-1

ＰＲＮ=（PMT－PV×ｒ）（1+r）n-1

無限等比級数の和[数Ⅲ]
自然対数の底（ネピアのｅ）

e=l
n→∞
im（1＋  1  ）ｎ

標準偏差・相関係数[数Ｂ]，[数Ｃ]
確率変数・確率分布
期待値（加重平均）
確率変数の期待値
E（x）= Σ xi  Pi
E（x）= ∫ x f（x）dx
　対応：Σ＝∫，確率Pi = 確率密度関数F（x）dx

共分散と相関係数の関係
ρ=Cov（a,b）/（σa*σb）

回帰直線[数Ｃ]
最小2乗推定値　ｙ＝α＋βｘ+ e
α＝ｙ－βｘ
β＝Ｃxy／Ｓｘ2＝Σ偏差積／Σ偏差平方
決定係数
ｒ2　　相関係数の2乗

PV

In（1+r）

r
n

 1 －
　　1　　 
（1 ＋ｒ）n

r

（1＋ｒ）ｎ－1

 1 －
　　1　　 
（1 ＋ｒ）n

n

（1+r）k

1

ｒ

ｎ

Σ偏差平方 Σ偏差積

分散 共分散

標準偏差 相関係数

i=1 j=1

i=1j=1

（ｙ＝ａｘ+ｂ)

　　σp2 = Σ Wi 2 σi2 + Σ Σ Wi Wj ρij × σi σj　（相関係数既知）
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（資料 15）質問項目
Q91 金融電卓の操作にどの程度慣れてきましたか 基本操作
Q92金融電卓を使って表を作るという操作をしましたが、作表の仕方は分かりましたか 基本操作
Q93 学習した関数の操作方法は分かりましたか 基本操作
Q94 金融電卓の関数やワークシートを学習しましたが、便利だと思いましたか 有用性理解
Q95 金融数学の勉強に金融電卓はよい道具だと思いましたか 有用性理解
Q96 将来の勉強に金融電卓を使っていきたいと思いましたか 有用性理解
Q97 金融の数式の意味が分かるようになってきたと思いますか 数学的活用
Q98 学習した計算式をなにかに応用しようとする気持ちになりますか 数学的活用
Q99 金融に関する事象を数的に捉えるようになってきたと思いますか 数学的活用
Q910 金融電卓をもっと使えるようになりたいと思いましたか 計数意欲
Q911 金融計算の知識をもっと得たいと思いましたか 計数意欲
Q912 金融に数学が利用されていますが、利用の例をもっと知りたいと思いましたか 計数意欲

（資料 16）因子分析結果
 1 2 3
q910 金融電卓をもっと使えるようになりたい 0.916  0.303 -0.064 
q911 金融計算の知識をもっと得たいと思う 0.912 0.023   0.254 
q91 金融電卓の操作にどの程度慣れてきた 0.793 0.223  0.011 
q93 学習した関数の操作方法は分かった 0.765 0.518 0.119 
q912 金融に数学利用の例をもっと知りたい 0.658 0.449 0.023 
q96 将来の勉強に金融電卓を使っていきたい 0.279 0.931 0.234 
q94 金融電卓の関数やワークシートが、便利だと思う 0.474 0.699 -0.305 
q99 金融に関する事象を数的に捉えるようになってきた 0.159 -0.224 0.965 
q97 金融の数式の意味が分かるようになってきた -0.100 0.258 0.901 
q98 学習した計算式をなにかに応用しようとする気持ちになる 0.165 0.327 0.355 
因子抽出法 : 重みなし最小二乗法  回転法 : Kaiser の正規化を伴うバリマックス法

　因子負荷量を 0.6 以上を基準にして、因子の解釈を施した。q910、q911、q91、q93、q912 は、
金融電卓の操作と電卓の応用的な利用意欲を示しているため「金融電卓の応用意欲」と命名した。
これは、9月から金融電卓の利用を行っているので、基本的な操作方法はマスターし、操作に関
しては因子として表れないと解釈できる。q96、q94 は、「金融電卓の有用性理解」と命名した。
q99、q97は「計数的把握」と命名した。q98は因子負荷量が0.6に満たないため解釈に入れなかった。


